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はじめに

　近年、自動車交通を取り巻く状況にも、次のような大きな変化が訪れている。

　（1）「地球温暖化」などの気候変動は、大気中の二酸化炭素濃度の上昇が主因とされ、自動車

のみならず交通部門における化石燃料の燃焼による二酸化炭素排出は少なくない影響を与え

ている。これを抑制するため、動力源に関して、化石燃料を用いた内燃機関から電気や水素

を用いたものへとシフトしつつあり、現在は燃料課税による費用を負担していないことに加

えて、購入補助金や充電・水素ステーションの整備といった普及のための多額の費用が必要

とされている。

　（2）我が国は、人口減少期に入っておりかつ高齢化も進行しているため、現行制度のままでは

税収の大幅な減少が懸念される。

　（3）一方、1960 ～ 70年代の高度成長期に、急速に整備されてきた道路関連社会資本、中でも

橋梁、高架、トンネルは順次耐用限界時期を迎え、維持・更新に多額の資金が必要になると

予測される。

　（4）近年、気候変動に関連するとみられる豪雨等による道路等のインフラの被害も増加傾向に

あるため、復旧や強靭化のための費用も検討する必要がある。

　これらを総合すると、現行の体制のままでは財政的に行き詰まる可能性が濃厚である。そこ

で、現行の自動車関連税について確認、問題点の洗い出しをおこない、合理的な負担に重点を置

いた案の提示を試みることとする。なお、税に準ずる費用負担項目についても検討の上、対象に

含めている。
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1.　道路交通に関する政策と自動車関連税の変遷

　現在の自動車関連の法令、体制、税制などの骨格は、1950 ～ 60年頃に形成されたが、年月の

経過、社会情勢の変化に伴う方針や政策の変更に併せてしばしば変化している。

　まず、時系列に沿って概観するが、道路政策の基本方針（国土交通省（2015）[1]など）から検

討して、時期を「自動車の本格導入前期（～ 1945）」、「地域内道路の応急的な整備期（1945 ～

1956）」、「都市間輸送のための全国的な道路ネットワーク整備期（1956～1998）」、「新規建設抑制、

環境・老朽化対策への方向修正期（1998 ～）」の4つの時期に区分した。

道路整備計画・事業 規定，組織，交通安全，環境など

1948　進駐軍による「日本の道路及び街路網の維持修繕五箇年計画に関する覚書」の交付 1948　建設省の創設(戦前の自動車交通行政は内務省、鉄道省)
1948～1952　｢道路維持五箇年計画｣策定

1952　道路法の制定(明治・大正期の旧道路法からの抜本的な変更)
　　　　　　｢道路整備特別措置法｣

1954～1957　　｢第1次道路整備五箇年計画｣

1956　｢道路整備特別措置法｣の全面改正 1956　日本道路公団設立
　　　　　　　　　ワトキンス調査団の来日　同報告書がその後の道路政策に大きく影響
1957　国土開発幹線自動車道建設法＝高速自動車道路網
1958　道路整備緊急措置法
1958～1962　第2次道路整備五箇年計画(途中見直し) 1961　警視庁内に｢道路情報センター｣が発足
1961～1965　第3次道路整備五箇年計画(途中見直し) 　　　(→　71　日本道路交通センター(公益財団法人)に発展)
1964～1968　第4次道路整備五箇年計画(途中見直し) 1962　警察庁内に｢交通局｣を設置
1967～1971　第5次道路整備五箇年計画(途中見直し) 1966　排ガス中の一酸化炭素(CO)規制
1970～1974　第6次道路整備五箇年計画(途中見直し) 1968　｢都市計画法｣制定(｢都市計画道路｣の整備)
1973～1977　第7次道路整備五箇年計画 1973年　炭化水素(HC)，窒素酸化物(NOx)を追加
1978～1982　第8次道路整備五箇年計画 1978年　CO，HC，NOxとも(当時としては｢世界一厳しい｣)基準に強化
1983～1987　第9次道路整備五箇年計画
1988～1992　第10次道路整備五箇年計画
1993～1997　第11次道路整備五箇年計画

1998～2002　｢新道路整備五箇年計画｣(第12次五箇年計画に相当)
2003～2007　第1次社会資本整備重点計画(同計画に含まれる道路事業分野が第13次五箇年計画に相当) 2003　東京都ディーゼル車規制
2008～2012　第2次社会資本整備重点計画(第14次五箇年計画に相当、途中見直し) 2005　道路関係四公団民営化
2012　中央自動車道笹子トンネルコンクリート板落下事故 2008　バリアフリー法施行
2012～2016　第3次社会資本整備重点計画(第15次五箇年計画に相当、途中見直し)
2014　国土交通省からの｢道路の老朽化対策の本格実施に関する提言｣
2015～2020　第4次社会資本整備重点計画
2021～2025　第5次社会資本整備重点計画(第16次五箇年計画に相当)

1956～1998年　都市間輸送のための全国的な道路ネットワーク整備期

1945～1956年　地域内道路の応急的な整備期

1998年～　新規建設抑制、環境・老朽化対策への方向修正期

表1.　自動車交通関連の施策年表
表 1.　自動車交通関連の施策年表

1.1.　自動車の本格導入前期 （～ 1945）

　近世（江戸期）は、人の往来が徒歩と河川舟運、物資の輸送が海運，河川・運河における舟運

が主であったため、乗馬も稀、馬車等はほぼ皆無で、都市内、都市間のいずれにおいても自動車

交通につながる十分な幅員の石畳などで舗装された道路網は形成されなかった。

　近代に入ってからは、それまでの各藩が領地を管理する地方分権（封建）体制から、天皇を頂

点とする中央集権体制へと移行した。それと同時に県や市町村といった枠組みも設けられたが、

あくまでも中央政府の出先・下請け的機関といった位置づけである。

　明治期の交通近代化の主要政策は、帆船の汽船置き換え、全国への鉄道網整備で、道路整備に
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関しては、主要都市と軍港などの軍事施設を結ぶ路線などに限られていた。（国土交通省（2019）

[2]，ｐ.11）

　大正期は、米国において自動車社会が到来しつつあり、ハイウェー建設が本格化していた時

期である。1914 ～ 18年の第一次世界大戦において、ガソリンエンジンを動力とする、航空機、

戦車、トラックといった新装備の登場、威力が認識され、基本方針に大きな変化は見られない

ものの軍事力の強化の観点から政府にも多少影響を及ぼしているようである（松浦（1998）[3]，

p.124）。

　具体的には、1918年の軍用自動車補助法1、1919年の初の道路法制定2がそれである。後者にお

いては、「道路は全部、国道、府県道、市町村道を問わず国の営造物、すなわち国の所有物であ

るとされ、国の出先機関である府県知事、市町村長が国道・府県道及び市道・町村道を管理する

ものとされていた。国道の新設・改築についても、原則として府県知事が行うこととし、特に主

務大臣が必要と見なした場合には、これを直轄工事で行うこととされていた」（国土交通省（2019）

[2]，ｐ.14）。また、1923年の関東大震災で、復旧に時間を要する路面電車の応急措置的に開業さ

れたバス事業が全国的に波及している。

　その後終戦まで（昭和前期）の間に、軍事同盟を結んだドイツの「アウトバーン」や「国民車

（フォルクスワーゲン）計画」、同じくイタリアの「アウトストラーダ」を耳にして、自動車の有

用性や道路整備の効果は感じていたに違いない（松浦（1998）[3]，p.133）。しかし、まとまった予

算を充当することはせず、敗戦を迎えるに至っている。

　この期間の自動車関連税については、明治初期に馬車に「車税」を課すといったことはあった

が、見るべきものはない。道路関係予算は地租と酒税・たばこ税などの間接税を主とする一般会

計から支出され、むしろ戦時徴用を念頭に民間のトラック保有に補助金が与えられるなど、税制

面での自動車所有者への負担はほとんど課されなかった。

1.2.　地域内道路の応急的な整備期（1945 ～ 1956）

　諸外国に比べて大きく劣っていた道路網が空襲被害、酷使、不十分な維持整備で一層荒廃し

た。1945年（昭和20年）の終戦時の日本の道路事情は劣悪で、「昭和20年度末の調査では、一般

府県道以上の道路延長12.4万km のうち、舗装済みはわずか4.6％、しかも、この44％が自動車通

行の不能区間」（NIPPO[4]，p.5）だったとのことである。このような状況を改善すべく、復興期

1  ｢第一次大戦のこれらの経験が、軍部に自動車の保有を強く促したのである。危機感をもった陸軍の強い働きかけにより、大
戦終了前の1918（大正7）年3月、民間の自動車を軍事用に供する目的をもって ｢軍用自動車補助法｣ が公布された｣　松浦（1998）
[3]，p.124
2  ｢世界大戦の与へたる一要目として、鉄道の整備拡張を企画せざるべからざると同時に、之にも増して焼眉の急要として、一
般道路の発達を計画せざるべからざるとは、大正七年夏秋の交より大日本国防議会の幹部に唱和せられし所にして、会の幹部
中には夙に既に多少の計画をさへ用意しつゝありたり｣　松浦（1998）[3]，p.125
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の10年余りは、新生日本にふさわしい省庁の設立、法令の改正、基幹となる税目の創設といった

自動車交通関連の枠組みが形成された。（表2参照）

表 2.　1945 ～ 1956 年に創設された自動車関連税およびそれに準ずる負担費目
表2.　1945～1956年に創設された自動車関連税およびそれに準ずる負担費目

税目 期間 管理主体 基準・税率 性格・経緯 備考

1. 揮発油税 1949年～ 国税

現在、44.2円/L(本税24.3円/L、特例分19.9円)
ガソリンに課税され、消費量に応じて負担する。燃料価格に含まれる。
※揮発油税法では、炭化水素油以外の物質を混和していない｢温度15℃のときに0.8017を超えない比重の炭化水素
油｣を｢揮発油｣と定めており、この条件に当てはまるのがガソリンである。厳密には灯油も当てはまるが、石油税が課税さ
れるため揮発油税の課税対象外とされている。

目的税(1953年～2009年)
当該税が整備された当時の自動車交通は、地域内の移動であった
ため、舗装、拡幅(車両の進入やすれ違いを可能に)と市街地の拡大
に伴う道路延長の財源として位置付けられることになる。舗装率の向
上や市街地の道路網形成に見通しが立った後は、後述する高速道路
をはじめとする地域間道路網の構築などにも適用が拡大されていっ
た。

35年間暫定税率上乗せ

原油価格高騰に対する時限緩
和措置として｢トリガー条項｣を
設定
(2023.11時点凍結中)

2. 自動車税 1950年～ 都道府県税

原則、毎年4月1日時点で、1年分が請求されるが、年度途中での登録、移転、抹消は月単位で計算。現在の年間税額は
下表のとおり。

① 財産税、②道路損傷負担金、(③国内自動車産業保護)

目的税(1950～2009)から普通税(2009年～)へ、

乗用車について以前は｢軸
距｣、｢車体寸法｣も考慮。平成
元年の法改正で排気量のみに
整理。

3. 有料道路料金 1952年～ 国・地方自治体
・(準)公営事業体 利用度に応じて負担 道路建設費(借入金の償還)，維持費

4. 地方揮発油税 1955年～
国税

(都道府県、市区町
村へ譲与)

現在、9.6円/L(本税　ガソリン4.4円/L、特例税率5.2円/L)
ガソリンに課税され、燃料の価格に含まれ、消費量に応じて負担する。国税だが地方に全額譲与することを前提。総額の
58％が都道府 県及び指定都市に、残り42％が一般市町村に対し、それぞれ道路の面積及び延長で按分して譲与され
る。

目的税　地方道路財源の強化

｢揮発油税｣と｢地方揮発油税｣
とを併せて｢ガソリン税｣と通称
される。沖縄県は若干軽減され
ている。

5. 自賠責保険 1955年～ 国

自動車使用者に対して加入が義務付けられており、基本的な対人賠償を確保することを目的としている。

総排気量 営業用 自家用 最大積載量 営業用 自家用 乗車定員 営業用
一般乗合用

営業用
一般乗合用以外 自家用

1L以下 7,500 29,500 1t以下 6,500 8,000 30人以下 12,000 26,500 33,000

1L超～1.5L以下 8,500 34,500 1t超～2t以下 9,000 11,500 30人超～40人以下 14,500 32,000 41,000

1.5L超～ 2L以下 9,500 39,500 2t超～3t以下 12,000 16,000 40人超～50人以下 17,500 38,000 49,000

2L超～2.5L以下 13,800 45,000 3t超～4t以下 15,000 20,500 50人超～60人以下 20,000 44,000 57,000

2.5L超～ 3L以下 15,700 51,000 4t超～5t以下 18,500 25,500 60人超～70人以下 22,500 50,500 65,500

3L超～3.5L以下 17,900 58,000 5t超～6t以下 22,000 30,000 70人超～80人以下 25,500 57,000 74,000

3.5L超～ 4L以下 20,500 66,500 6t超～7t以下 25,500 35,000 80人超～ 29,000 64,000 83,000

4L超～4.5L以下 23,600 76,500 7t超～8t以下 29,500 40,500

4.5L超～ 6L以下 27,200 88,000

6L超～ 40,700 111,000

トラック バス

小型

普通

乗用車

1トン毎に
+4,700

1トン毎に
+6,3008t超～

12か月 13か月 24か月 25か月 36か月 37か月

12,700 13,310 20,010 20,610 27,180 27,770

12,550 13,150 19,730 20,310 26,760 27,330

18,160 19,220 30,840 31,870

14,280 15,020 23,150 23,870

最大積載量2t超 28,380 30,270 51,070 52,930

最大積載量2t以下 20,580 21,840 35,630 36,860

最大積載量2t超 21,130 22,430 36,710 37,980

最大積載量2t以下 19,120 20,250 32,730 33,840

7,200 7,360 9,130 9,290

13,930 14,640 22,450 23,140

7,270 7,440 9,270 9,440 11,230 11,390

12か月 24か月 36か月 48か月 60か月

7,540 9,770 11,960 14,110 16,220

7,070 8,850 10,590 12,300 13,980原付(125cc以下)

軽二輪(125cc超～250cc以下)

車種

普通貨物

小型貨物

営
業
用

自
家
用

営業用

自家用

大型・小型特殊自動車

特種用途自動車

小型二輪自動車(250cc超)

車種

保険期間

保険期間

自家用乗用車

軽自動車

1.3.　都市間輸送のための全国的な道路ネットワーク整備期（1956 ～ 1998） 

　1956年度の経済白書の序文に書かれた「もはや戦後ではない」という一節が有名だが、道路整

備についてもほぼ時を同じくして、政策の方針に大きな変化が見られる。それまで、近距離移動

手段と認識されていた自動車の都市間移動・輸送への適用拡大である。着想自体は1956年以前

に得ていたようだが、日本道路公団の設立、法令の改正といった体制が整ったのが同年であるた

め、このような区分とした。

　また、この時期にモータリゼーションが急速に進行し、渋滞、交通事故、排気ガスなどの問題

も生じているが、税・料金による量的抑制といった手法は取られず、道路交通法の整備、警察に

よる取締りや交通安全運動、自動車産業への排ガス基準など規制や直接的なはたらきかけによっ

ている。なお、この時期の排出ガス成分については、光化学スモッグなどの健康被害の原因とな

る一酸化炭素（CO），窒素酸化物（NOx），炭化水素（HC），粒子状物質（PM）などが主たる対

象で、気候変動につながる二酸化炭素に注目している近年とは大きく状況が異なる。

　この結果、財政面での強化が必要となり、既存の税目の強化、新たな税目の追加がおこなわれ

た。（表3参照）
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1.4.　新規建設抑制、環境・老朽化対策への方向修正期（1998年～） 

　バブル崩壊後しばらくは、道路整備上の大きな方針の変更なく、景気浮揚の対策として公共

事業費はむしろ増加傾向にあった。しかし、1997年から98年にかけてのアジア通貨危機、山一證

券、北海道拓殖銀行、日本長期信用銀行といった金融機関の相次ぐ破綻などへの対応で財政が急

速に悪化するとともに、京都議定書の採択等によって政策を見直さざるを得なくなり、2000年代

に入ってから東日本大震災まで公共事業費は縮小を続けることとなる。2012年頃から震災復興、

中央自動車道トンネル内の天井板落下事故を契機とする老朽施設点検・補修の着手でやや予算増

に転じた感がある3。

　当該時期の道路行政の財政面における特徴は、長年目的税として特別会計で管理されていた資

金が2009年に一般会計に移行されたことと環境対策を税制へ反映させたことが挙げられる。（表4

参照）

表 3.　1956 ～ 1998 年に創設された自動車関連税およびそれに準ずる負担費目

税目 期間 管理主体 基準・税率 性格・経緯 備考

軽油引取税 1956年～ 都道府県税

1リットルにつき32.1円。
軽油に課税され、燃料の価格に含まれ、消費量に応じて負担する。
また、揮発油税と異なり、農業機械や船舶といった道路通行以外の用途に対しては免税措置が準備されている。

道路整備目的税
概ね揮発油税と同様。地方自治体(都道府県)の道路財源強化。

軽自動車税 1958年～ 市区町村税

毎年4月1日時点の所有。創設以来、月割制度が存在したが、1981年に廃止され、年度途中の登録・移転・抹消の場合
も1年分を納税しなければならなくなった。用途、二輪車の排気量に応じた現行税額は、下表のとおり。

自動車税と同様、① 財産税、②道路損傷負担金、(③国内自動車産
業保護)。

地方自治体(市区町村)の道路財源の強化。

軽自動車の規格は、1949年
に創設。四輪軽自動車の排気
量上限は150ccから1950
年：350cc、1951年：
360cc、1976年：550cc、
1990年：660ccへと順次拡
大。長さ、幅、高さといった車体
サイズ制限もしばしば改定され
てきた。

石油ガス税 1966年～
国税

(2009年まで地
方へ譲与)

1kg あたり 17.50 円（ 1L あたり 9.80 円）
主にタクシーで用いられる液化石油ガス(LPG)に課税され、燃料の価格に含まれ、消費量に応じて負担する。 揮発油税と同様,道路整備目的税。

一部が道路特定財源の石油ガ
ス譲与税として地方に譲与され
ていたが、法改正により平成
21年度（2009）から一般財
源化された。

自動車取得税 1968年～
2019年

都道府県税
(66.5%を市区

町村へ交付)

｢取得価額｣の3%、取得価額50万円以下は免除
｢取得価額｣は購入時に販売業者に支払う金額ではなく、メーカーが公表した価格(中古車の場合はこれに減価償却の処
理が加わる)

①流通税，②目的税(1968～2009)から普通税(2009～)

自家用乗用車は+2%、営業用
車・軽乗用車は-1%が2014
年まで暫定的に適用
2019年10月1日の消費税率
の引き上げ時に廃止

自動車重量税 1971年～ 国税

乗用車は車両重量0.5tにつき現在は4100円(本則2500＋暫定分1600、他種別も同様)
軽自動車は1台につき4100円
トラックやバスは総重量1tにつき現在は4100円

乗用車は車両重量：空車状態における車両の重量。
トラックやバスは総重量：定員が乗車し、最大積載量の荷物を積んだ状態での車両全体の重量のこと。
車両検査証発行時に、次の車検までの分を一括納付。

高速道路網をはじめとする都市間(高規格)道路整備促進の財源とし
て創設

1974年より暫定税率(後に｢
当分の間税率｣に呼称変更)が
上乗せされたままで現在に至っ
ている。

車体購入に対す
る消費税・地方
消費税

1989年～
国税
(地方譲与分を
含む)

商品・製品の販売やサービスの提供などの取引に対して、広く公平に課される税で、消費者が負担し事業者が納付
現在は、消費税・地方消費税合わせて10%。
主に国税だが、1997年に地方消費税として地方税も包含されることとなった。
現在の内訳は、広義の消費税率10%において、国が7.8%、地方(都道府県)2.2%。

①流通税、②普通税

1989年～2019年の期間、同
様の性格をもつ｢自動車取得
税｣と併存し、自動車購入に関
して実質的に税率が約3ないし
5%上乗せされている状態に対
して問題点が指摘されていた。

燃料購入に対す
る消費税・地方
消費税

1989年～
国税
(地方譲与分を
含む)

商品・製品の販売やサービスの提供などの取引に対して、広く公平に課される税で、消費者が負担し事業者が納付
現在は、消費税・地方消費税合わせて10%。
主に国税だが、1997年に地方消費税として地方税も包含されることとなった。
現在の内訳は、広義の消費税率10%において、国が7.8%、地方(都道府県)2.2%。

①流通税、②普通税

揮発油税、地方揮発油税、石油
ガス税を含む燃料価格に対し
て課税され、二重課税の問題
が指摘されている。

表3.　1956～1998年に創設された自動車関連税およびそれに準ずる負担費目

税額 旧標準税額 標準税額 重課税額

2,000 三輪 3,100 3,900 4,600

2,000 営業用 5,500 6,900 8,200

2,400 自家用 7,200 10,800 12,900

3,700 営業用 3,000 3,800 4,500

二輪 2,000 自家用 4,000 5,000 6,000

四輪(1000cc以下) 3,000

四輪(1000cc超) 3,900

5,900

3,600

3,600

二輪小型自動車 6,000250cc超

ボートトレーラー等被牽引車

90cc超～125cc以下

その他

ミニカー

車種区分

軽
自
動
車

四輪

乗
用

貨
物
用

二輪軽自動車

農耕作業用

50cc超～90cc以下

50cc以下

車種区分

90cc超～125cc以下
原動機付自転車

小型特殊自動車

3  国土交通省，｢公共事業関係費（政府全体）の推移｣ 参照。
　https://www.mlit.go.jp/page/content/001383015.pdf
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1.5　全体の整理

　「取得」・「保有」・「走行」といった自動車運用段階と、役割および国・都道府県・市区町村の最

終的な収納先を軸に、費用負担項目を整理してみる。費目についてはまとめた方が妥当かもしれ

ないものもあるが、十を超える税や料金・預託金が存在する。これらが、各運用段階に分散配置

され、複雑なルートを経て各会計に帰着、支出されている。役割については近年、形式上は特別

会計から一般会計へ移行され、使途は限定されない建前になっているが、変わらず道路建設・補

修に大部分が充当されている。公式の見解を尊重しつつ自分なりの解釈も加えて分類してみた。

表 4.　1998 年以降現在までの自動車関連税およびそれに準ずる負担・補助項目

税目 期間 管理主体 基準・税率 性格・経緯 備考

リサイクル預託
金 2005年～ 公益財団法人

車の廃棄時に出るシュレッダーダストやエアバッグ類、フロン類などの量によって変動するので、車種によって異なる。購入時
に、購入者から自動車販売店等を通じて公益財団人法人　自動車リサイクルセンターへ預託され、車両廃棄時に解体事業者、
破砕事業者へわたることになる。おおよその金額は右下の表のとおり

放置自動車の解消など適正な廃棄のため

｢エコカー減税｣ 2009年～ 国

環境性能に優れた新規登録の新車の重量税を免除・軽減する措置
【基準・措置内容】減税対象車について、適用期間中に新車新規登録等を行った場合に限り、特例措置(免税，75%軽減、
50%軽減，25%軽減)が適用（1回限り）
※1 新車新規登録時に免税を受けた車両については、初回継続検査時等も免税。
（車検証の有効期間が満了する日から起算して15日を経過する日までに車検証の交付等を受けた場合に限り適用。）
※2 継続検査、中古車の新規登録等を行う場合、原則として現行のエコカー減税の要件を満たす車について本則税率を適用。

環境面での性能向上促進、自動車産業援護も含む 重量税の免除・軽減措置

｢クリーンエネル
ギー自動車導入
促進補助金｣

2009年～ 国

一定の予算枠の範囲で、プラグイン・ハイブリッド車(電力網からの充電可能なハイブリッド車、PHV)、電気自動車(EV)、燃料
電池車(水素から発生させた電気でモーターを駆動、FCV)といった車両購入代金の一部を補助する制度。
PHEVやEV向けの充電施設やFCV向けの水素ステーションといったインフラ整備への補助枠も含む。
【基準・補助額】令和3年度予算規模：700億円(使い切った時点で補助は終了、充電・水素関連施設枠は200億円)

揺籃期で、車両価格が高額なPHEV、EV、FCVの普及のため

地球温暖化対策
税 2012年～ 国税 二酸化炭素排出量1トン当たり289円(ガソリン1リットル当たり0.76円)

二酸化炭素排出量抑制を目的に、CO2排出量に応じて自動車の燃料に限らず化石燃料全般へ課税。

環境目的税(エネルギー対策特別会計)
①森林の整備・保全、②自然エネルギー等普及促進、③住宅・ビル
の省エネ化などに用いる。

自動車税・軽自
動車税における
｢グリーン化特
例｣

2017年～ 地方自治体

条件に該当*する新車を新規登録した場合に限り、当該年度の翌年度分の自動車税・軽自動車税に軽課措置
*電気自動車（EV），プラグインハイブリッド車（PHV），燃料電池自動車（FCV）天然ガス自動車（NGV），クリーンディーゼル
車，高い燃費基準を達成しているガソリン車（ハイブリッド車を含む），高い年燃費基準を達成しているLPG自動車

新車新規登録等から一定期間*経過した車両の自動車税・軽自動車税に 概ね15%重課
*ガソリン車、ＬＰＧ車: 13年超，ディーゼル車: 11年超

環境面における有望技術の普及、自動車産業援護も含む 自動車税・軽自動車税の軽課
措置

｢環境性能割｣ 2019年～ 都道府県税 税率は車両価格の2～5%だが、環境性能が高い車種に対して税率を1%軽減 廃止したはずの自動車取得税が｢環境性能割｣と名称変更して、実質
的に存続。

表4.　1998年以降現在までの自動車関連税およびそれに準ずる負担・補助項目

対象カテゴリー 補助額

電気自動車 420,000

プラグインハイブリッド車 220,000

燃料電池車 2,105,000

超小型モビリティ 220,000

クリーンディーゼル自動車 150,000

側車付二輪自動車・原動機付自転車 120,000

ミニカー 200,000

預託金項目 料金 種　類 相場金額

シュレッダーダスト料金 車種に応じて 軽自動車 7,000円～16,000円

フロン類料金 車種に応じて 普通車 10,000円～18,000円

エアバッグ類料金 車種に応じて 中・大型トラック 10,000円～16,000円

情報管理料金 130円/台 大型バス 40,000円～65,000円

資金管理料金 410円/台

表 5.　自動車関連税

普通税 財産税 受益応分負担 新規建設 維持 環境対策 国 都道府県 市区町村
消費税(車両) 〇
地方消費税(車両) 〇 〇
環境性能割(自動車取得税) 〇 〇 △ 〇 〇
リサイクル預託金 〇 〇
CEV導入促進補助金 〇 〇
自動車税 〇
軽自動車税 〇
重量税 〇 〇 〇 (〇) 〇
自賠責保険 (〇)
揮発油税 〇 〇
地方揮発油税 〇 〇 〇
軽油引取税 〇 〇
石油ガス税 〇 〇
消費税(燃料) 〇
地方消費税(燃料) 〇 〇
地球温暖化対策税 〇 〇 〇
通行料金 〇 〇 〇 〇 〇 〇

表5.　自動車関連税

いずれにも該当しない

いずれにも該当しない

いずれにも該当しない

※　｢エコカー減税｣等の環境対策措置は、本体となる自動車税，軽自動車税，重量税に含め括弧付きで表示。

〇〇

公益財団法人

使途・効果 収納先課税根拠

段階
税目・

〇

走行

取得

〇

(〇)
保有

〇

〇〇
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井手雅哉：自動車関連税制の定性的分析

　ほとんどが目的税時代と同様に道路整備費用に充てられていることは、次の2つの表からも読

み取れ、消費税・リサイクル預託金・自賠責保険料を除いた税収6.1兆円に対して、道路事業へ

の支出が6.6兆円であることがそれを裏付けている。（街路事業などはまちづくりの一環でもある

ため、固定資産税や都市計画税が一部充当されることも）

表 6-1.　2019 年度の自動車関連税およびそれに準ずる負担の内訳
単位：億円

段階
費目 国 都道府県 市区町村

高速道路会社，
保有機構，道路公

社など
その他機関 段階計

(消費税を除く) 計

自動車取得税 291 579 870
リサイクル預託金 509 509
消費税(車体) 12,736 3,592 2.0% 16,328
自動車税 15,902 15,902
軽自動車税 2,699 2,699
重量税 3,641 84 2,785 6,510
自賠責保険 7,684 7,684
揮発油税 23,000 23,000
地方揮発油税 1,441 1,043 2,484
軽油引取税 9,537 9,537
石油ガス税 140 140
消費税(燃料) 6,869 1,936 8,805
通行料(徴収) (未調査) 0
通行料(返済) (未調査) (未調査) 0

46,246 32,923 7,106 8,193 94,468
26,641 27,395 7,106 8,193 69,335 69,335

単位：億円
国 都道府県 市区町村 その他 計

一般道路事業 24,882 15,820 12,135 576 53,413
高速道路 1,334 294 1 187 1,816
一般国道～市町村道 23,548 15,526 12,134 389 51,597

都市計画街路事業 3,857 2,126 7,028 740 13,751
28,739 17,946 19,163 1,892 65,848

『道路統計年報2021』　｢令和元年度の道路事業費｣　国土交通省

日本自動車工業会『2019年版　日本の自動車工業』［5］、財務省｢第１４０回自賠責保険審議会－資料｣，自動車リサイクル促進
センター｢再資源化預託金等の預託・払い渡し等の状況｣　、各種法令を加味して作成

計

自動車取得税は2019年9月までで廃止
政令指定都市分の地方揮発油税は都道府県分欄に含まれる

計

表6-1.　2019年度の自動車関連税およびそれに準ずる負担の内訳

表6-2.　2019年度の道路事業費

取得

(消費税を除く合計)

保有

走行

1,379

32,795

47.3%

35,161

50.7%
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28,739 17,946 19,163 1,892 65,848
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センター｢再資源化預託金等の預託・払い渡し等の状況｣　、各種法令を加味して作成

計
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政令指定都市分の地方揮発油税は都道府県分欄に含まれる

計
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自動車税 15,902 15,902
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自賠責保険 7,684 7,684
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地方揮発油税 1,441 1,043 2,484
軽油引取税 9,537 9,537
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表 6-2.　2019 年度の道路事業費

2.　自動車関連の政策・税制に関する追加的言及

　前章で時系列・経緯を軸に自動車関連の政策・税制を概観してきたが、そこでは触れていない、

もしくはもう少し深く掘り下げておくべき事項について言及する。

2.1　道路種別の分類と分担

　道路の分類や所管する組織の分担は、原則として1952年に制定された道路法で規定されている

が、年月の経過、状況の変化、財政の都合から多少の変化が見られる。下表は同法に基づいて現

状を整理したもので、関係省庁の公表資料、国土交通省[6]，p.6、同（2015）[7]，p.11から作成した

が、文章による記述部分が少なく、一致しない記述もあるため詳細について不明な点が多い。
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　国土交通省関係の道路に関して規定している法令には、道路法以外にも、都市計画法の「都市

計画道路」（都道府県道、市区町村道と重複）、都市公園法の「園道」、港湾法の「臨港道路」な

どがあり、他省庁まで広げると、農林水産省の「農道」・「林道」、経済産業省の「鉱山道路」、「里

道（赤道）」など多種の道路区分が存在する。

　また、管理と現実のオペレーションなどは必ずしも原則通りとはいかないようで、それに伴う

財源の手当ても国・都道府県・市区町村の勘定を複雑に通過して、遣り繰りされている。道路や

河川などの国がおこなう直轄事業に関して、利益を受ける地方自治体にも費用の一部負担を求め

る「直轄事業負担金制度」が存在し、地方財政を圧迫している。大阪府の橋下徹知事が平成21年

度分の支払いの一部拒否を表明すると、他の地方自治体からも批判の声が相次ぎ、国土交通省側

でも見直しの姿勢を見せていたが現在も維持されたままである。

2.2　燃料に関する税への追加的言及

　戦後しばらくは道路事情の改善が急務だが予算不足であったこと、道路は全て国有、戦前の政

府一般会計歳入の過半が酒税やたばこ税などの間接税であったことから、自動車の燃料であるガ

ソリンに対する間接税目である「揮発油税（国税）」を1949年に設け、道路の利用度に応じた費

用負担を課したことは、穏当で自然な成り行きであった。

　ガソリンは、原油の精製過程で生産されるLPガス、ガソリン・ナフサ、灯油・ジェット燃料、

軽油、重油・アスファルトなどの連産品一つだが、大規模な設備を要する製油所の数は平成26年

時点でも国内に20か所と少なく（石油情報センター調べ）、さらに加工されて別製品に変化する

ナフサなどとは異なり「製油所から出荷される状態＝そのまま消費される状態」である。したが

って、「蔵出し税」と呼ばれる製油所から出荷される段階での課税が、手間や費用の抑制の観点

から採用されている。

　その後、1952年に現行の「道路法」が制定され、国道以外の路線が都道府県や市区町村といっ

た地方自治体へ移管されることになり、それに伴って財源も移譲する必要が生じた。1955年に、

表 7.　道路種別とその建設・維持費用分担
表7.　道路種別とその建設・維持費用分担

国 都道府県 市区町村

〇

70%

〇

66.7

〇

55%

〇 △

△ 〇

○印は主に負担、△印は一部負担、※　単独事業の場合

道路の種類 定義

30%(13.5%分　国から交付)

△

33.3%(6.7%分　国から交付)

全国的な自動車交通網の枢要部分を構成し、かつ、政治・経済・文化上特に
重要な地域を連絡する道路その他国の利害に特に重大な関係を有する道路
【高速自動車国道法第4条】

道路管理者 費用負担

高速自動車国道とあわせて全国的な幹線道路網を構成し、かつ一定の法定
要件に該当する道路
【道路法第5条】

国高速自動車国道

国

都道府県

△

△

45%(9%分　国から交付)

都道府県道

市区町村道

地方的な幹線道路網を構成し、かつ一定の法定要件に該当する道路
【道路法第7条】

市町村の区域内に存する道路
【道路法第8条】

一般国道

指定区間
(R1～R58など)

指定区間外
(R101～R507な
ど)

都道府県

市区町村
100%※

100%※
補助事業の
場合は64～
76%分を実
質国が負担
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ガソリンからの税収の8割余りをそのまま「揮発油税」として国の取り分として残し、2割足らず

を「地方揮発油税」として道路面積や延長などを考慮して配分することとなった。

　しかし、地方揮発油税だけでは地方の道路関連財源として十分ではなかったため、これまで課

税してこなかった軽油にも対象を拡大しようと1956年の「軽油引取税」が都道府県税として加え

られた4。この際、地方揮発油税のように国が少数の製油所からの出荷段階で課税し、面積や延

長に応じて配分という方法を採用せず、製油所等から渡った先のガソリンスタンドの経営者など

の特別徴収義務者（「特約業者又は元売業者から現実の納入を伴う軽油の引取りを行う者」と記

述）が申告して都道府県の窓口に納める方式とした。

　揮発油税と軽油引取税との徴収方法の比較において、製油所からの出荷段階のいわゆる「蔵出

し」課税のメリットは、少数の製油所しか対象としないため徴税コストが少なく、漏れや不正が

発生するリスクも少ない。デメリットは、少数の製油所が沿岸部に集中しているため、地方税の

場合は、自治体間で大きな偏りが生じ、配分を調整する仕組みが必要となる。また、流通過程の

上流で収納されるため、昨今のような燃料価格急騰に対する軽減措置への迅速な対応が困難であ

る。また、一旦収納されると還付が難しいのか、目的税であった揮発油税に目的外使用（ボート

や小型発電機の燃料）への免税措置が適用されない制度となっているなど、きめ細かさに欠ける

きらいがある。

　ガソリンスタンド経営者などの特別徴収義務者が、購入客から代金と併せて受け取ったもの

を、一定間隔で政府・自治体へ納める方式は得失が逆となるが、現在は全国に約4万軒（帝国デ

ータバンク調べ、最盛期の1994年度末は約6万軒）で、1社が複数の店舗を経営するとして、数百

から数千存在する徴収対象との各種手続きが、脆弱な地方自治体の徴税担当部署の負担になるこ

とも考えられる5。

2.3　自動車工業の育成・保護（旧通商産業省・経済産業省の政策との関連）

　1886年にガソリンエンジンが発明され、1900年頃から我が国にも自動車の輸入・導入が始まっ

たが、第1次世界大戦で自動車の有用性が明らかになると、軍事利用の観点から自動車の普及が

図られる。規格内のトラックを軍用保護自動車に認定し、補助金を交付する「軍用自動車保護法

（1918）」がそれで、戦時の徴用を意図している。しかし、1920年代半ば～ 1930年代半ばの期間

は、米国のフォードやGMが、輸入した部品を日本国内の工場で組立てて供給し、ほとんどの需

要をまかなっており、国内メーカーが太刀打ちできる状況ではなかった。自動車の台数確保と同

4  総務省サイト　政策>地方行財政>地方税制度>やさしい地方税>軽油引取税　参照
　https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_zeisei/czaisei/czaisei_seido/150790_12.html
5  第45回神奈川県地方税制等研究会の議事録に同趣旨の答弁。
　https://www.pref.kanagawa.jp/zei/zeisei/1000_452.html
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様に軍事的観点から国産化が望ましいため、1936年に「自動車製造事業法」が制定され、外国自

動車メーカーの国内工場新設は阻止、その後撤退という経過をたどった。（上山（2016）[8]，p.36）

　戦後間もなくは、国内の荒廃から再び輸入車に頼らざるを得ない状況がしばらく続いたが、

1950年に通商産業省自動車課から「国民車育成要綱案」が発表された。これは純粋に自国の自動

車産業育成が目的で、ヒトラーが「フォルクスワーゲン（国民車、後年の「ビートル」）」の開発

をF.ポルシェ博士に要請したことを範に取ったのであろう。

　また、同じ年に創設された自動車税（保有税）にも国内自動車メーカー保護育成の意図が含ま

れており、1989年までは乗用「小型車（5ナンバー）」と「普通車（3ナンバー）」との間に税額の

大きな開きを設け、「小型車」を得意とする国内自動車メーカーに有利な状況をお膳立てしてい

る。

図 1.　自家用乗用車の排気量と自動車税額の変遷　総務省［9］より作成

　また、軽自動車という小排気量エンジンのカテゴリーは諸外国には存在しない日本独特のもの

である。その保有税である「軽自動車税」は、「自動車税」と比較するとかなり低く抑えられた

状態が現在に至るまで維持されている。自動車の製造・販売の非関税障壁であるという、米国か

らの撤廃要求も一定程度首肯できる。TPP交渉中での妥協案であったのだろう、2016年の約1.5

倍の軽自動車税引き上げがそれを裏付けている。

　また、新規登録からガソリンエンジン車の自動車税・軽自動車税で13年、ディーゼルエンジン
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車で11年、重量税も13年が経過すると税額が割増しとなり、新しい車両への買い替えを促してい

る。環境への影響を理由にしているようだが、前述の「エコカー減税」、「グリーン化特例」と呼

ばれる減免制度もほぼ新車購入（新規登録）に限っていることからも、国内自動車メーカー援護

の意図も含まれていることが窺える。

2.4　警察における交通部門（旧自治省・総務省の所管事項との関連）

　警察組織は、都道府県によって多少の相違はあるが、業務内容から、警務部、地域部、生活安

全部、交通部、警備部、刑事部といった部局で構成されている。

　交通には、自動車以外に船舶、鉄道、航空があるが、船舶に関してはほとんどが海上保安庁の

担当で、鉄道警察隊や空港警察は規模的に非常に小さいため、警察の交通部はほぼ道路、就中自

動車通行を担当していると考えられる。

　政府公開情報 （警察庁（2020）[10]，p.192）によると、都道府県警察の予算額の全国合計が約3.4

兆円、警察予算の約8割が人件費、残り2割が施設装備費などとなっている。正確な交通部の人件

費や施設装備費の全体に占める割合は不明だが、仮に人件費の1/5、施設装備費の半分程度と仮

定（断片的な資料からの推測）して、概算で8,000 ～ 9,000億円に達すると考えられる。これらの

警察予算は、地方自治体である都道府県の一般会計から支出されている。

　また、交通部以外にもドライバーへ渋滞情報などを知らせる、公益財団法人日本道路交通セン

ターの存在や果たしている役割も軽視できない。（表1参照）

2.5　温暖化対策税 （旧環境庁・環境省の政策との関連）

　我が国の「温暖化対策税」は、2012年10月1日にスタートし、現在の税率はCO2排出量1トン当

たり289円、ガソリン1リットル当たりに換算すると0.76円であることは既に述べた（表3）。（環

境省[11]）によると当該税の効果は、「2020年において1990年比で約－0.5％～－2.2％のCO2削減

効果、量にして約600万トン～約2,400万トンのCO2削減が見込まれ」ていた。しかし実際のわが

国の排出量は、原油価格100ドル/バレル前後で推移した2012年から同50 ～ 60ドルで推移した

2019年6にかけて2億トン減少（全国地球温暖化防止活動推進センター（2017）[12]）しており、当

該税の効果は判断しかねる。ただ、諸外国と比較すると導入時期も遅く税率も桁違いに低いた

め、形だけと考えざるを得ない。（表8参照）

6  2020年はコロナ禍による活動停滞の影響が大きいため、前年の数値で比較。
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3.　現行自動車関連税制の問題点と現在の取り組み

　これまで、わが国の自動車関連行政とそれらの源泉となる自動車関連税の在り方を概観してき

たが、冒頭で述べたように科学技術や地球環境といった土台に応じて変化せざるを得ない前者に

対して、場当たり的に積み上げられてきた税体系では十分適応できなくなっていくと見通され

る。

　本章では、税本来の在り方である「税の三原則　…　公平・中立・簡素」を念頭に置きつつ、

自動車関連税の問題点を具体化・明確化し、今後の同税制の方向性を中長期的視点で考察する。

3.1　合理性の欠如

（1）揮発油税・地方揮発油税・重量税の長期にわたる「暫定税率」適用と「特例税率」の扱い

　1974年から2年間の予定で上乗せされた暫定税率が、延長を繰り返すことで、実に、ガソリン

税は2010年4月の廃止まで30年以上にわたって、重量税は現在に至るまで課税され続けている。

この状態を批判していた民主党が政権を担当することになり、ガソリン税について条文上は廃止

されたが、「暫定分」が「特例分」と名を変えて、ガソリン価格急騰の際の緩衝と位置付けを改

めて、実質的には維持されることとなった。この新たな規定は、「平均小売価格が連続３か月に

わたり160円／ℓを超えると特例税率の適用が停止され、同価格が連続３か月にわたり130円／ℓ

を下回ると特例税率の適用が再開される」というもので、銃の引き金になぞらえて「トリガー条

項」と呼ばれている。（高木（2022）[13]，pp.88-89）

　当該条項の運用も条文通りとはいかず、現在凍結された状態となっている。東日本大震災の復

興財源確保がその理由だが、昨今の「コロナからの経済活動回復に伴う需要増」、「ウクライナ情

勢」による原油高騰に対しても凍結解除は見送られた。理由は不明だが私見では、ウクライナ情

勢などで特例税率再開条件である130円／ℓを下回る時期が見通せず、減税状態が長期化するこ

とを懸念したためと見ている。そうはいっても、何らかの手立てを講じなければならないため、

代替の「燃料油価格激変緩和補助金」を石油元売会社に支給することとし、政権に打ち切り時期

表 8.　炭素税導入国の比較表8.　炭素税導入国の比較

国名 導入年 2020年時点の税率
（円換算/CO2排出量1ｔ） 税収規模（億円[年]）

日本（温暖化対策税） 2012 289 2,600[2016年]

スウェーデン（炭素税） 1991 （標準 ）15,670
（産業用）12,640 3,214[2016年]

フランス（炭素税） 2014 4,020 7,902[2016年]

スイス（CO2税） 2008 9,860 970[2015年]

カナダBC州（炭素税） 2008 2,730 1,092[2016年]

環境省資料(2017)[11]より抜粋
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の最終決定権を確保した状態での臨時措置が採られている。（当初2022/1/24 ～ 2022/9月末を予

定、2022年12月末まで延長、2023年9月まで再延長、2023年12月末まで再々延長、2024年春まで4

度の延長の見通し）

　また、2019年に廃止された自動車取得税についても同様で、2014年まで長年暫定税率が上乗せ

された状態であった。同税は、消費税との兼ね合いから形式上は廃止されることになったが、環

境性能優秀車種を少し割り引いただけでほぼ同じ内容の「環境性能割」が新たに加わったため、

実質的には耳に響きが良い単語を使った名称変更に過ぎない。

（2）揮発油税・地方揮発油税への二重課税

　二重課税への批判に対する国税庁の説明は、「ガソリン税（揮発油税＋地方揮発油税）は、酒

税やたばこ税と同様、メーカー（石油元売会社）が納税義務者となって負担するもので、ガソリ

ン税自体が価格を構成しているため消費税の課税対象となるというものである。一方、軽油引取

税は、消費者が納税義務者なっているため、消費税の課税対象にはならないから」だそうである

（細川（2018）[14]）。

ガソリン(消費者支払額＝143円/リットル) 76.2円 53.8円

軽油(消費者支払額＝119円/リットル) 79円 32.1円 7.9円

本体価格 ガソリン税
軽油引取税

13円

消費税

図2.　ガソリンと軽油の消費税の課税基準の相違(2019年時点)

130円に課税

79円に課税

図 2.　ガソリンと軽油の消費税の課税基準の相違 (2019 年時点 )

　軽油引取税も消費者某氏の名義で納付しないことから消費者は担税者と捉えるべきで、納税

（義務）者は軽油販売業者となり、ガソリンの場合と異なる扱いにする根拠としては不十分であ

ると思われる。仮にこの説明が正しいとしても、なぜ条文作成時に、ガソリン・軽油とも納税義

務者を揃えず、一方はメーカー、他方は消費者としたのかが得心がいかない。そもそも、「消費

税」の手本である「付加価値税（VAT）」は、売上額などを課税対象とした場合の　原材料→一

次加工→二次加工→流通といったサプライチェーンの取引の度の重複課税を避けるために付加価

値の部分だけを課税対象としている。厳密には、わが国の「消費税」は「付加価値税」とは異な

るのかもしれないが、最も重要な概念をこのような強弁でないがしろにすることには疑問を感じ

る。

（3）自動車税・軽自動車税額における財産的評価要素の不足

　条文への記述はないが、排気量・定員・積載能力の大小や用途によって、公益性の濃淡、車両
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価値に応じた負担を課す傾向となっており、一種財産税的な性格を帯びている。また、日本国内

の公道を走行する米軍関係者の所有車両への自動車税一部減免問題について国会での答弁（参議

院（2000）[15]）から、財産税と道路損傷負担金との比率は、概ね2：1の割合で構成されていると

の見解が示された。そもそも「自動車税の過半が財産税」という国会の答弁が、多分に辻褄を合

わせるための後付け的理由であると思われる。そう解釈せざるを得ない理由は、財産税と言いな

がら課税基準に車両の価値を反映する指標が用いられておらず、経年等による価値の下落も考慮

されていない。財産税的な性格を持たせていると主張するならば、建物に対する固定資産税と同

様に車両の取得価額、経年減額補正といった手法を導入すべきである。

（4） 原理・原則と自動車税、軽自動車税、重量税税率との乖離

　保有段階で課されるこれらの税もほとんどが道路の建設・維持に充当されている。道路の建設・

維持費用は、各車両が走行した区間におよぼす負荷の積み上げによって決定されるため、各車両

の負担水準は車両総重量と走行距離に応じたものとすることが合理的である。

　まず、車両重量の点から検討するが、自動車税・軽自動車税については全種別の登録書類に記

載されているにもかかわらず採用されていない。代わりに、乗用車は「排気量」、バスは「乗車

定員」、貨物車は「積載量」と種別間で異なり、「自家用」と「営業用」の違いでも差をつけてい

るので著しく与える影響度と負担水準との関連性を歪めている。

　重量税についても、重量に応じて比例的に増減させることを原則としているはずだが、軽自動

車は重量に関わらず一律に同額となっている。また、トラック・バスの方が道路構造物の本体・

舗装に与える損傷度合いがはるかに高い7にも関わらず、重量当たり乗用車の1/2の税率しか適用

されておらず、負担額の比率も著しく低い値となっている。（表9参照）

7  味水他（2015）[16]によると、舗装や構造に与えるダメージは、軸重の ｢4乗｣ に比例(橋梁に関しては軸重の ｢12乗｣ に比例)す
るという実験結果が得られている。

表9.　乗用車と大型車との道路への損傷度と重量税負担との対比
乗用車

(一般的な小型乗用車) 比:大型車/乗用車 大型車
(大型ダンプカー)

荷重 2t(車重：1.5t，乗員・荷物：0.5t) 20t(車重：10t，乗員・積載物重量：10t)

軸数 2軸 3軸

軸重 1t 6.7倍 6.7t

損傷度 1 約2，000倍 軸重の4乗倍

重量税率 4,100円/0.5t・年 1/2倍 4,100円/1t・年

重量税額 12，300円/年 6.7倍 82,000円/年

表 9.　乗用車と大型車との道路への損傷度と重量税負担との対比
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　また走行距離に関しては、保有段階で課されるため三者とも全く考慮されていない8。営利を

念頭に走行する、営業用車、バス、トラックの方が当然稼働率の点ではシビアで、必然的に期間

あたりの走行距離は長くなるが、税額はこれらの方が低く設定されており、用途・車種の分類に

関してはむしろ趣旨とは逆に作用している。

　道路舗装や橋桁・橋脚などの構造物に負担をかけているのは、ほぼ大型の貨物車やバスで、乗

用車による影響は無視できるほど小さいにもかかわらず、自動車税全体に占める割合は過半を占

めているという合理性に欠ける状況は改善すべきである。 

（5）　保有段階への課税偏重9

　国や自治体にとっては安定した財源が望ましいという理由で、走行距離ひいては道路の通行

量に左右されない固定的税の比率を高く設定していると思われる（2019年はほぼ半分、表6-1参

照）。このような体系では、走行距離の増加に対して追加される負担が軽く（限界費用が小さ

く）、走行距離が長いほど固定費用分が割安となるため、自動車一辺倒で他の交通機関を利用し

なくなったり、無駄とは言わないが必要性が低い通行が路上に流入することになる。普及間も

ない時代の通話料が高い（可変費用の割合が相対的に高い）料金体系における電話利用者は通話

時間を気にして用件を絞り、短時間で要領よく話したであろうが、近年の一定料金で通信し放題

（固定費用のみ）という料金体系では、回線にとりとめのないメッセージやゲームなどの暇つぶ

し目的の信号が大量に流入していることからも容易に見通せる。通信の場合は、トラフィック量

に対して回線容量が十分確保されており、回線の摩耗・損傷もないためそれで構わないが、自動

車の通行はそうはいかない。必要性が低い通行が渋滞を生じさせ、舗装などにダメージを与える

ことに加えて、CO2排出量も増加してしまう。また、車両の稼働率が相対的に高く、走行距離が

長い事業用車にとって有利となるため、3.3（3）で触れる企業などの優遇が結果的にここでも起

こってしまう。

（6）自動車関連税の一般財源化、自賠責保険料の別用途への流用

　近年、乱立状態だった特別会計整理の流れの中で、「道路整備特別会計」をはじめとする自動

車関係のほとんどが一般会計へ移行された。（古川（2007）[18]）

　自動車の利用は、他の財やサービスにはない多大な費用を社会へ及ぼすという理由で比較的高

率の税を特別に課すが、それら諸税はバランスを保ちつつそういった費用を贖うという条件で受

8  ｢自動車重量税は、走行の権利を獲得する ｢権利創設税｣ として理解する考え方もあるが、本来の趣旨は道路の損傷に対する
原因者負担であるとも考えられる。権利創設税とあるとすれば、上述の第一の問題点として自動車税との統合・整理が検討さ
れるべきであり、一方、道路損傷税であるとすれば、利用に対応する

4 4 4 4 4 4 4

税に転換されなければならない。｣（傍点部は ｢走行距離
に応じた負担｣ との意）（杉山・今橋（1989）[17]，pp.213-214）
また、自動車税・軽自動車税が道路損傷負担金であることは（3）の国会の答弁で認められているが、走行距離に応じた負担になっ
ていない点で同様の指摘ができる。
9  ｢自動車を利用しなければ道路に対して費用を発生することがないにもかかわらず、それを取得・保有することだけに全体の
5割にも及ぶ税が対応することは、それ自体ややバランスを欠いているように思われる。｣（杉山・今橋（1989）[17]，pp.213-214）
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け入れられる。しかし、世界でも突出している政府債務の累積、整合性に疑問のある支出事例の

頻発といった状況下での当該諸税の一般財源化に関しては、「現実の必要性や効率性よりも利害

関係者の間の力関係などに配分を左右されやす」く、「利用と負担とを結びつけるメカニズムと

しての特定財源制度の側に、むしろ積極的に意義を見出す考え方が十分に成立する。」（杉山・今

橋（1989）[17]，p.209-210）

　このような考察に至る象徴的な例が、自賠責保険料の取り扱いである10。当該資金は、従来

「自動車損害賠償保障事業特別会計」で①自動車事故の保障、②事故による障害者・被害者救済

に充てられてきた。2008年に「自動車検査登録特別会計」を統合して、「自動車安全特別会計」

に改変され、③車検業務の経理が加わったのは良いとして、2013年に「空港整備特別会計」を統

合したことには疑問を感じる。これまでの自賠責事業は、交通事故減少等で累積約1.1兆円も一

般会計へ融通するほどの大幅な黒字（国土交通省（2022）[19]，p.5）で、一方空港整備事業は、空

港使用料収入だけでは賄いきれず、少なくない割合の一般会計からの繰り入れを受けるほど赤字

体質であった。対象や収支において異質な両事業を一つの会計に統合すれば、空港整備事業の赤

字補填分を自賠責事業への繰り戻し金として処理し、繰り戻し終了後は一般会計からの補助を自

賠責の余剰分で肩代わりしてもらうことが可能なのである。

3.2　複雑で趣旨と乖離した税体系

　道路については、経済活動を支える極めて重要な社会的資本であることは言うまでもない。

元々貧弱だった上に、戦争によって荒廃し、モータリゼーションや環境問題などの周辺状況の

急速な変化への対応に迫られたため、場当たり的な税目の増設によって財源確保をおこなった結

果、いくつもの税目とそれに準ずる保険料や預託金が複雑に積み上げられてきたことは想像に難

くなく、ある程度無理からぬこととも思える。しかし、急造した体制の手直しをおこなわなかっ

たため、複雑で扱いにくく、効率性が損なわれている部分もあるだろう。

　それら多数の税目を、時期については登録手続き（車両購入・名義変更）時、年度初め、車両

検査時、燃料補給時に分散させることで重税感をごまかし、批判をかわしながら財源を確保しよ

うという見方もできる。

　また、納付先も国、都道府県（指定都市を含む場合も）、市区町村といった行政組織などで分

配しなければならないが、税目毎に名目上の担当を割り振っても過不足が生じるため、実際は

「交付」、「補助」、「地元負担」などで予算枠間を移動しており、最終的な収納先や責任の所在が

明確でないことは問題である。

　また、本来「財産税」や「道路損傷負担金」という根拠で課している自動車税、軽自動車税、

10  稼働車両の所有者は納付が義務化されており、会計勘定枠も設けられているので税に準じていると判断して含めた。
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重量税に「（新型の）環境性能優良車への買い換え促進」という理由で、「エコカー減税」、「グリ

ーン化特例」という措置が組み込まれており、木に竹を継いだような印象が否めない。

3.3　不十分な公平性、中立性

（1）　自動車利用者以外からの道路整備費用負担の欠如

　まず、道路には自動車だけでなく、歩行者や自転車も多数通行している。しかし、実際の道路

整備費用は主に自動車関連税で賄われており、歩行者や自転車ユーザーから費用を徴収する仕組

みが不十分なため、公平さに欠けると思われる。

　また、道路には通行といった「交通機能」以外にも、「土地利用誘導機能」、「空間機能」が備

わっている。前者は、高速道路の開通でインターチェンジ付近に物流拠点が立地するなど、道路

整備によって土地の利用価値を高める機能を指す。後者は、電気・ガス・上下水道・通信といっ

たパイプ・ケーブルなどのライフラインの収納、災害時の避難路・間隔確保による延焼防止とい

った防災機能、植樹・通風といった環境向上などが該当する。電力・ガス・上下水道・電気通信

会社などは、道路占用料を納付しているが、2008年の全国の直轄国道
4 4 4 4 4 4 4

においては約45億円11であ

る（国土交通省[20]，p.21）。また、中国電力の道路占用料に関する記事でも「管内約30万か所の

うち7万5千か所が未申請で、年間約4千万円の占用料が未払い」（日本経済新聞（2017）[21]）とあ

るので、管内全体で数億円程度と推測される。電柱の存在感は無視できるものではなく、相当程

度通行の妨げになっているにも関わらず、その負担は自動車関連税と比較すると桁違いに軽い。

　また、未利用もしくは高度利用されていなかった土地の所有者が、道路整備によって土地の資

産価値が上昇し、固定資産税額の増加とは比較にならない大きな利得を得る「外部経済効果」が

存在することがよく知られている。適切な負担割合の設定が難しいが、譲渡所得税、固定資産

税、都市計画税からの道路の整備・管理への支出など、土地の取引・所有に関して現在よりも多

くの負担を求めるべきだと考える。

（2）　警察の交通部門経費を自動車ユーザーが負担するしくみの欠如

　警視庁や各都道府県警の交通部に相当程度の人員と装備が必要で、それに応じた予算が投入さ

れていることは先に触れた。（1）とは逆のケースで、当該費用は都道府県の一般会計から支出さ

れており、自動車ユーザーの負担割合が軽いと考えられるため、自動車ユーザーから何らかの形

で徴収し同予算に充当する仕組みに修正し、是々非々で整理することが望ましい。

（3）　企業や組織ユーザーの優遇

　まず、自動車税・軽自動車税の「自家用」と「営業用」という分類だが、「営業用」は、タクシー・

バス・運送会社のトラックなどのように不特定多数の移動や輸送を担い、それ以外は「自家用」

11  内訳としては、電気通信事業者（電話会社）が30億円余り、電気事業者（電力会社）は10億円足らずである。
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となる。トラックの税率は、営業用が自家用の3/4程度だが、営業用乗用車・バスについては1/3

～ 1/4という非常に低い税率が設定されており、一部では「営自格差」という用語も使用されて

いる12（東京都（2020）[22]，p.28）。他の分野では、例えば、業務用の食材などはやや品質が劣り

（高級店でなければ飲食店の米飯に銘柄米などは用いられないようである）、一括大量購入すると

いった理由から業務品が割安であることに経済的合理性があるが、土地などは商業地の方が住宅

地より収益を期待できる分価値が高く、税負担も重い。自家用の方に営業用より低い税率を設定

し、零細運輸業者などが自家用車を用いて輸送サービス事業を営む違法状態を招来する問題を考

慮しなければ、収益が見込める分営業用車への税負担を重くする方が相応しいと思われる。

　次に、自動車税・軽自動車税における「乗用車」・「バス」・「トラック」という種別についてだ

が、企業などの組織が所有するバス・トラックの税率は、個人所有が多い乗用車より相対的に割

安である。車体価格が数百万円で道路に損傷をほとんど与えない乗用車と、車体価格が数千万円

で道路へ多大なダメージを与えている大型のバス・トラックとが大差ない税額だったり、場合に

よっては後者の方が低い税額となれば、企業などの組織のユーザーを優遇していると考えざるを

得ない。

　3つ目に揮発油税と軽油引取税の税率や取り扱いについて考察する。これも、企業などの利用

が多い燃料、軽油：1リットル当たり約30円、LPガス：1リットル当たり約10円に対して、一般

ユーザーが多いガソリンが1リットル当たり約50円と高い税率を設定されている。加えて、3.1

（2）で述べたようにガソリンは「二重課税」され、軽油はこれを回避、道路以外の利用に対する

減免制度もガソリンは無いが軽油には用意されている。

　最後に重量税についてだが、これも3.1（4）で言及したように、道路舗装や橋桁・橋脚などの

構造物に負担をかけているのは、ほぼ企業が所有する大型の貨物車やバスであるにもかかわら

ず、影響が無視できるほど小さい一般ユーザー所有の乗用車に過半を負担させている。

　いずれも公共性という理由が大きいと考えられるが、輸送サービスの価格に転嫁できるなど、

負担力がある点を考慮すると疑問である。

（4）　手厚過ぎる国内自動車メーカー保護

　2.3で、自動車税・軽自動車税におけるかなり露骨と感じられる国内自動車メーカー保護につ

いて触れた。これ以外にも、「エコカー減税」や「グリーン化特例」の対象をほぼ新車としてい

る点、「グリーン化特例」ではさらに、初年度登録から13年経過したものを「重課」としている

点が挙げられる。いずれも新車への買い替えを促す効果があり、自動車メーカーの新車販売を下

12  ｢車体課税の見直し（自動車重量税・自動車取得税・自動車税・軽自動車税）｣ という資料でも『トラック・バス・タクシー
については、「営自格差」を堅持するとともに、』という記述が見られ、営業用と自家用に格差をつけていることを国土交通省
自体が認識している。
https://www.mlit.go.jp/common/001265282.pdf
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支えしている13。

　一方、自動車業界トップのトヨタグループは販売台数で世界一を争うなど、既に十分な競争力

を持っており、他の国内自動車メーカーもそれほど遜色はない。このような諸企業にこれほどの

手助けが必要であろうか疑問である14。

　また軽自動車という日本独特のカテゴリーについては、排気量660㏄以下のエンジンで平均1t

弱の車体の動力を賄うという構造自体に若干無理がある15と考えるが、税負担が軽いことから販

売台数で小型乗用車を大きく上回っており、「軽自格差」なる語句も一部で用いられており（東

京都（2020）[22]，p.29）、意思決定を歪めているという見方もできる。

13  ｢環境性能割を１％軽減する時限措置は、来年末まで９カ月間延ばす。新型コロナの影響による新車販売を下支えするため
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

、
再び延長
4 4 4 4

する形となった。2年間の延長が決まったエコカー減税はクリーンディーゼル車の取り扱いが厳格になったものの、対
象車種は現行基準と同様の約７割を確保しており、引き続き新車需要を後押し

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

する効果が得られる見通しだ。｣ 日刊自動車新聞
2020年12月11日
14  ｢WTO，そしてその前身の GATT 体制下における関税障壁の大幅な削減の一方で，近年では，環境政策などの国内政策に
より実質的に輸入を制限する，非関税障壁の問題に関心が移っている．事実，日本では，2009 年 4 月に導入された環境対応
車普及促進対策費補助金，いわゆるエコカー補助金に対し，米国企業， 政府より偽装された保護貿易政策であるとの批判を受
けた．｣ KITANO Taiju，Disguised Protectionism? Environmental Policy in the Japanese Car Market, RIETI Discussion Paper 
Series 13-E-059, 2013.6, pp1-30.
15  燃費に関しては、軽自動車よりも排気量と車体重量の技術的バランスが良い小型乗用車の方が良い場合も多い。EV化が進
めば状況が変化する可能性もある。

表 10.　軽自動車と小型乗用車の税額と販売実績比較例
表10.　軽自動車と小型乗用車の税額と販売実績比較例

車種名 燃費
(WLTCモード) 車体価格(新車) 年間の

(軽)自動車税
2021年
販売台数

軽自動車 ホンダ・N－BOX 約20km/ℓ 約150～200万円 10,500 約19万台

小型乗用車 トヨタ・シエンタ 27～28km/ℓ 約220～260万円 34,500 約6万台

※　車種については、用途(広いキャビン・荷物スペース、スライドドア装備)が似ており、それぞれのカテゴリーで販売実績上位のものを選択

3.4　電気自動車への道路利用負担の欠如

　EV化が進んだ場合、現在の税体系では保有段階でも走行段階でも減収となり、政府や地方

自治体が必要と考えている予算が確保できなくなることが懸念されている（朝日新聞DIGITAL

（2022）[23]）。

【保有段階】

乗用車・軽自動車に対する排気量に応じた税体系においては、EVは最低ランクの税額、乗用自

家用車の場合29,500円（表2参照）、が適用され、減収が必至となる。

【走行段階】

[方法1]：走行段階に対する課税に関して、揮発油税や軽油引取税分に相当する税収分を、自動車
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走行のための充電に課すことは難しい。課税の仕組みを組み込んだ機器での充電に限定できれば

話は別だが、ユーザーが本拠とする事業所や住居での充電では、日常生活もしくは業務利用の電

力と自動車への充電への電力とを区分することが難しい。

[方法2]：走行段階の課税を、燃料以外の走行に応じて消耗する物品、例えばゴムタイヤ（くらい

しか思いつかないが）に課す方法も考えられる。その場合、タイヤの価格が非常に高額になり、

交換時期を遅らせて、整備不良状態や事故を誘発する結果になりかねない。また、密輸・密造や

トレッド部分の再生（航空機のタイヤでは珍しくない）によって税を負担しない不正なタイヤ製

造・販売業者とそれを購入するユーザーを生み出しかねない。

[方法3]：自動車に組み込まれている、走行距離メーターの数値で走行距離を把握し、課税する方

法も考えられる。乗用車は2004年、軽自動車は2009年から、車検証に直近2回分の走行距離値を

記載することとなった（図3参照）。本来これは、中古車市場で走行距離値が車両の価値を左右す

ることに起因するメーター改ざんの不正を防止するために始まった。

図 3.　車両検査時の走行距離確認図3. 車両検査時の走行距離確認

　したがって、これをそのまま利用すれば一応、車検や名義変更、抹消などといった手続きの際

に走行距離に応じた税額を徴収することが可能となる。
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4.　現在の動向と展望

4.1　政府における自動車関連税検討の動き

　EVは給油が不要なため、道路建設・維持のための負担は、主に保有段階で課される自動車税・

軽自動車税、重量税で、もう一つの大きな柱である走行段階の燃料税は一切負担していない。逆

にEVやFCVの購入に対してかなりの補助金を出している状況である。わが国ではEVのシェア

が1%前後と諸外国に比較して遅れていることから、税収減が差し迫った状況ではないが、将来

EVが普及した場合の対策が必要となる。そこで、政府税制調査会の答申でも「走行距離課税」

導入の必要性を示している16。

　自動車税についても、EVはエンジンを搭載していないので、排気量に関して最低ランクの税

額が適用されていることは先に述べた。普及の拡大によって将来的な地方税減収が見通されるた

平均的な年間走行距
離・

距離当たり燃料消費*

ガソリン税
軽油引取税
石油ガス税
年間概算

走行距離当た
り燃料税

二輪車 0.2t～0.8t 5千km・25km/ℓ 0.9万円 1.8円/km

農機等の軽車両

乗用車 約2t 1万km・15km/ℓ 3.6万円 3.6円/km

タクシー(LPG車) 約2t 10万km・7km/ℓ 14.0万円 1.4円/km

小型トラック(2t積) 約5t 2万km・6.5km/ℓ 9.9万円 4.9円/km

中型トラック(4t積) 7～8t 3万km・5km/ℓ 19.3万円 6.4円/km

小型・中型バス(30席未満) 5～10t 3万km・7.5km/ℓ 12.8万円 4.3円/km

路線バス(定員70～80名) 13～15t 5万km・4km/ℓ 40.1万円 8.0円/km

観光・高速バス(50席程度) 15～17t 10万km・4km/ℓ 80.2万円 8.0円/km

大型トラック 11t～20t 5万km・3.5km/ℓ 45.9万円 9.2円/km

表11.　車両カテゴリー別の燃料税の負担状況
現行税体系の概算

種別 総重量*

(不明)

2019年を基準に,*各種資料より独自に設定

表 11.　車両カテゴリー別の燃料税の負担状況

16  ｢今後、電気自動車等の普及が進めば、現行税制の下ではこれらの車は既存の燃料課税を負担しておらず、車体課税におい
ても低い税率が適用されていることから、減収の傾向が続くと見込まれます。こうした中、CASEにみられる構造変化を踏ま
えつつ、2050年のカーボンニュートラルの達成に向けて、電動化、とりわけ電気自動車等の普及を念頭に置いた自動車関係諸
税の見直しを図る必要があります。｣（税制調査会（2023）[24]，pp.182-183）
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め、所管官庁の総務省では検討を始めているようである。具体的には、現在の乗用車自動車税の

排気量に相当する項目としてモーター出力を加え（車検証に既に記述欄は存在）、暫定的な状態

を脱しようとしている。一方で、わが国の自動車工業部門の国際競争力を高めたい経済産業省

は、これらの動きを国内メーカーのEV生産体制構築を妨げと捉えており、両省の思惑が対立し

ている17。

4.2　東京（都）や鎌倉市におけるロードプライシング導入の動き

　以前は、境界にチェックポイントを設けて一定区域内に進入する自動車から料金を徴収する

「コードンプライシング（cordon pricing）」が、渋滞解消への有効な手法ということで注目され、

シンガポールの事例が広く知られていた。現在は、カメラを区域内に多数設置して走行を検知

して課金する「エリアプライシング（area pricing）」といった方法も考案され、一定区域内に

入ったままの（チェックポイントを通過しない）車両にも日数等に応じて課金することが可能

な方式もロンドンで導入されている。それらをさらに進化させた「ロードプライシング（road 

pricing）」だが、システムのさらなる精緻化で、エリア内での走行距離に応じた課金（＝公平性

の向上）も可能にし、目的についても渋滞解消だけでなく環境負荷低減なども含めている。走行

距離に応じた課金となると本質的には高速道路などの有料道路と変わらないことからこのような

呼称となり、先述の2つの手法などを「コードン方式」、「エリア方式」として内包した総称とい

う定義が一般的になっている。

　東京においては、首都高速道路が2012年から距離別料金に移行したが、これなども首都高速道

路を「一定区域」と見れば、1回の利用が700円という「コードン方式」だったものが、ETCの

普及により円滑な無線料金収受が可能になったため、距離制に移行して公平性を高めたという前

述の流れに沿った動きと捉えることができる。2021年の首都高速道路におけるオリンピック混雑

対策として首都高速道路料金の1,000円上乗せも、時期や時間帯による変動料金制導入への進化

を見据えた実験的実施と考えられる。また、地方自治体としての東京都は、こういった方式を一

般道へも拡大しようという意思を持っており、「環七」・「環八」といった環状道路を境界にして、

都心への自動車流入のコントロールを高めることを検討している。18

　東京以外でも、鎌倉市などで「エリア方式」のロードプライシング導入が検討されている。

17  ｢電気自動車（EV）にかかる自動車税の見直しを総務省が検討している。モーターの出力性能に応じて課税する新たな仕
組みを設けて、いまは最低額の税負担を重くしたい考えだ。だが、EVの旗振り役の経済産業省は難色を示しており、実現のハー
ドルは高い。｣（朝日新聞DIGITAL（2022）[23]）
18  東京都環境局サイト　自動車環境>地域環境交通対策>ロードプライシング>ロードプライシング資料集　｢ロードプライシ
ングを実施した場合のシミュレーション結果｣ 等参照。
https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/vehicle/management/price/material/simulation.html
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4.3　結論としての提案

（1）取得段階の課税

　既に廃止された「自動車取得税」の実質的後継である「環境性能割」については廃止し、車体

購入に関する消費税と登録手続きの手数料のみとする。

（2）保有段階の課税

　保有段階についてはまず、重量税の廃止が第一に挙げられる。課税の根拠を、「自動車重量税

については、車両重量等に応じて課税されており、道路損壊等と密接に関連している。今後、道

路等の維持管理・更新や防災・減災等の推進に多額の財源が必要となる中で、原因者負担・受益

者負担としての性格を明確化する…（後略）」（総務省（2013）[25]pp.8）と述べているが、3.1（4）

で述べたように実態としてインフラに与える影響と税負担の関係が十分に反映されているとは言

えず、走行距離という要素なくして関連性を確立することは不可能である。

　また、自動車税・軽自動車税については、個々の車両の道路整備費に対する影響度を考慮した

課税基準の採用は見送り（影響度の反映は全体の登録台数に応じた増減に留め）、負担能力水準

に依存する財産税であることに専念させ、どっちつかずで釈然としなかった点を解消する。具体

的には、乗用車・バス・トラックなどの種別、自家用・営業用の区分をなくし、排気量・乗車定

員・積載量といった異なる指標を、「経年減額補正」を考慮した「車体価額」に統一する。

表 12.　｢ 自動車保有税 ｣案
表12.　｢自動車保有税｣案

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目 7年目 8年目 9年目 10年目 11年目以降

100.0% 84.0% 70.6% 59.3% 49.8% 41.8% 35.1% 29.5% 24.8% 20.0% 20.0%

軽自動車 1,500,000 21,000 17,640 14,826 12,453 10,458 8,778 7,371 6,195 5,208 4,200 4,200 自家用乗用で10,500円

乗用車 3,000,000 42,000 35,280 29,652 24,906 20,916 17,556 14,742 12,390 10,416 8,400 8,400 自家用2000ccで39,500円

タクシー(LPG車) 3,000,000 42,000 35,280 29,652 24,906 20,916 17,556 14,742 12,390 10,416 8,400 8,400 営業用1500ccで8,500円

小型トラック(2t積) 5,000,000 70,000 58,800 49,420 41,510 34,860 29,260 24,570 20,650 17,360 14,000 14,000 営業用で9,000円

中型トラック(4t) 10,000,000 140,000 117,600 98,840 83,020 69,720 58,520 49,140 41,300 34,720 28,000 28,000 営業用で15,000円

大型トラック(13t積) 15,000,000 210,000 176,400 148,260 124,530 104,580 87,780 73,710 61,950 52,080 42,000 42,000 営業用で53,000円

小型・中型バス(30席未満) 8,500,000 119,000 99,960 84,014 70,567 59,262 49,742 41,769 35,105 29,512 23,800 23,800 自家用で33,000円

路線バス(定員70～80名) 25,000,000 350,000 294,000 247,100 207,550 174,300 146,300 122,850 103,250 86,800 70,000 70,000 営業用で25,500円

観光・高速バス(50席程度) 40,000,000 560,000 470,400 395,360 332,080 278,880 234,080 196,560 165,200 138,880 112,000 112,000 営業用で17,500円

種別 新車価格 現在の
自動車税・軽自動車税

※　購入からの年数の下の段の割合は、経年減価補正率で、耐用年数を全種別10年とし、それ以降の車体の価値を一律20%とした。
　　また、車体価値に対する保有税率はとりあえず(固定資産税と同じ)1.4%とした。

　これが採用された場合の現在からの負担度合いの変化だが、軽自動車は同程度、乗用車が負担

減（高級車は大幅増）、優遇されていた営業用車・大型車は大幅負担増となる。表12のような概

算から大型の営業用車は稼働期間を通して数千万円以上の運賃収入が得られることも明らかで、

会計上の減価償却処理も可能である。
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　収納先・使途については、地方税とし、都道府県と連なる市区町村との間で適宜配分し、地域

の財産である道路、橋梁、トンネル等の新設、補修・維持・復旧に用いることとする。徴収方法

に関しても、同じ地方税である固定資産税（1年を4期に分けて徴収）と揃えれば、ある程度延滞

等のトラブルを抑えられ、事務効率も向上する。

（3）走行段階の課税

　現在、走行段階での課税は、ガソリンには「揮発油税」・「地方揮発油税」、軽油には「軽油引

取税」、LPガスには「石油ガス税」、EVやFCVにおける電力や水素は無税となっている。EVや

FCVはまだ生産台数が少ないため影響が小さく、揺籃期で高価格なため逆に補助金が出ている

段階である。しかし、普及が進めば大幅な税収減となるため、予め対策を講じておく必要がある

ことは3.4，4.1で述べた。方法としては、やはり「走行距離税」が妥当であると考えるが、単位

走行距離当たりの税率を総重量（車体重量＋乗車人員・積載重量）に応じて調整する必要があり、

表13の提案では、「1円/km×t数」とした。設計強度や損傷度への影響を反映させれば大型車両

の税率をもっと高くすべきだが、あまりに急激な変更は実現可能性の点で障害となるので比例的

アップにとどめた。しかし、それでも営業用車や大型車は税負担の総額がかなり増加する（観

光・高速バスで2倍余り）。また、税率の面で保有税も燃料税も相当負担が低いタクシーが、ドラ

イバーの平均賃金、会社の利潤も平均に達していないので、業界全体のあり方やビジネスモデル

といった根本的なところから改善する必要があると思われる19。

表 13.　車両カテゴリー別の運行経費主要事項
表13.　車両カテゴリー別の運行経費主要事項

種別 (平均的な)新車車体価格
各種資料より独自に算出

運転手の平均年収
令和2年厚労省

　賃金構造基本統計調査より

車両耐用目安
走行距離(平均的な耐用年数)

全日本トラック協会公表資料などより独自に算出
その他

乗用車 200～300万円 10万km＋α(10年＋α) 車検：概ね2年毎、低整備費

タクシー(LPG車) 300万円 300万円 50万km＋α(5年＋α)

小型トラック 小型(2t)：500万円前後 20万km(12年)

中型トラック 中型(4t)1,000万円前後 40～50万km(｢普通トラック｣15年)

大型トラック 1,500万円～ 450万円 70万km(｢普通トラック｣15年)

小型・中型バス 700～1000万円 50万km(15年)

路線バス 2,000万円～連接タイプは1億円 75万～120万km(15～20年)

観光・高速バス 4,000万円～ 100万～200万km(10～20年)

車検：概ね1年毎
整備・高維持費
大型車は部品交換等が必要と
なれば数十万円以上という
ケースも珍しくない

420万円

430万円

19  「低迷と混乱，そして変革」の時期にタクシー産業はあり，それをコントロールするべき政策も「迷走」を続けてきた。｣
太田和博・青木　亮・後藤孝夫編，『総合研究 日本のタクシー産業−現状と変革に向けての分析−』，慶応義塾大学出版会，
2017年7月
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　収納先・管理は国、徴収で従来の手続きを踏襲すれば国土交通省所管の運輸支局を窓口に納

めることになろうが、数カ月や数年間で累積した走行税を車検や名義変更や廃車などの登録時に

一括で支払わなければならなくなるためトラブルが予想される。現在のガソリン税・軽油引取

税を車検間で概算すると、燃費15km/ℓの小型乗用車の場合、走行距離当たりの税額は3.6円/km

＝53.8円/15km、車検間の2年間で20,000km走行した場合、7万2千円を負担していることになる。

タクシーや商用車は自家用乗用車より走行距離が多く、バスやトラックなどの大型車は燃費も悪

いため、これらの車検が有効な1年間に負担していたガソリン税・軽油引取税は十数万～数十万

円になる。ガソリン税・軽油引取税を走行距離税に置き換えただけで、これまでと同程度の税負

担を課す場合、日頃から走行距離税を意識して積み立てておくことなどできないであろうから、

混乱やトラブルになりかねない。走行と徴収のタイミングにあまり隔たりが生じないよう工夫が

必要である。

　例えば、所得税や住民税などと同様、過去の実績などから均等化した額を毎月登録口座から引

き落とし、「年末調整」や「確定申告」のように車検や移転・廃車などの確定時に調整するなど

の措置を講じることが適切と考える。

　残る重要な観点として環境への配慮があるが、ここでは言及されておらず、一見後退している

ような印象を与える。しかし、太陽光発電で充電したEVの利用といった事例では、走行段階で

二酸化炭素・有害物質を排出しておらず、走行という行為への課税根拠が希薄である。環境関連

の課税は、上流の化石燃料の生産・出荷段階や発電段階において自動車に限らず広範に渡って行

うべきで、結果として対象を自動車関連に限定しているここでは取り扱わないものとした。

（4）その他

　根幹となる保有税・燃料税以外の事項として、まず既存の自賠責保険料とリサイクル預託金に

ついては概ね現状維持が妥当で、自賠責保険については過剰な保険料の減額と空港整備特別会計

表 14.　｢ 走行距離税 ｣の提案
表14.　｢走行距離税｣の提案

平均的な年間走行距離・
距離当たり燃料消費

ガソリン税
軽油引取税
石油ガス税
年間概算

走行距離当たり
燃料税

走行距離税率
t数×1円/km

現行と同程度距離走行
時の年間走行距離税

額

二輪・農機等の軽車両 0.2t～0.8t 0.2～0.8円/km

乗用車 約2t 1万km・15km/ℓℓ 3.6万円 3.6円/km 2円/km 2万円

タクシー(LPG車) 約2t 10万km・7km/ℓℓ 14.0万円 1.4円/km 2円/km 20万円

小型トラック(2t積) 約5t 2万km・6.5km/ℓℓ 9.9万円 4.9円/km 5円/km 10万円

中型トラック(4t積) 7～8t 3万km・5km/ℓℓ 19.3万円 6.4円/km 7～8円/km 21～24万円

小型・中型バス(30席未満) 5～10t 3万km・7.5km/ℓℓ 12.8万円 4.3円/km 5～10円/km 15～30万円

路線バス(定員70～80名) 13～15t 5万km・4km/ℓℓ 40.1万円 8.0円/km 13～15円/km 65～75万円

観光・高速バス(50席程度) 15～17t 10万km・4km/ℓℓ 80.2万円 8.0円/km 15～17円/km 150～170万円

大型トラック 11t～20t 5万km・3.5km/ℓℓ 45.9万円 9.2円/km 11～20円/km 55～100万円

提案現行税体系の概算

種別 総重量
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の分離という会計制度の再修正が必要と考える。

　当初、自賠責保険制度に関しては、会計上の流用問題もあるので、「自賠責」と「任意」の2本

立てである事故関係の自動車保険を一本化、かつ加入を義務化して、政府の管理下から外した方

が良いと考えた。しかし、我が国の任意保険加入率が75%と意外に低いこと（損害保険料率算出

機構資料（2022）[26]）、民間においても不正請求等の事例が多数存在するという実情などから考

え直した。

　次に、2.4、3.3（2）といった経緯から警察の交通部門経費の財源として運転免許交付・更新手

数料を引き上げて充てることを提言したい。現在、自動車運転免許に関して、有効期間は通常3

年、優良ドライバーで5年だが、更新手数料は一律2,500円で、1年当たりにすると500 ～ 800円の

負担という見方ができる。これを警察の交通部門予算に見合う金額にしようとすると、同予算が

概算で年間8,000 ～ 9,000億円で運転免許保有者が約8,000万人なので、単純に均等配分すると一人

につき1年当たり1万円で、運転免許交付・更新手数料が3 ～ 5万円と現在の10倍以上となる。ル

ールの理解・把握と運転技量を証明するという趣旨の免許に料金的負担を結びつけることや、と

りあえず保持しているだけのいわゆる「ペーパードライバー」にも負担を強いることから、強い

反対を受けることは容易に想像できる。しかし、パスポートでは、渡航回数とは無関係に、有効

期間に応じた一定水準の負担が受け入れられており、交通ルール遵守や高齢者の運転免許返納の

一助にもなることから、例えば基本的な更新料を15,000円（一人に月1年当たり5千円）くらいに

抑え、二種（営業用）や大型車免許保有者はソーシャルワーカー層強化の観点からさらに割引く

などといった措置を施しながら導入してはどうかと考える。

　その他にも、事故増加・駐輪問題や専用レーンなどで社会に負担をかけている自転車への課税

や、固定資産税・都市計画税、所得税内の（土地に関する）「譲渡所得税」からの道路関連予算

への充当を拡大することも考えたが、今後の課題とするに留めたい。

4.4　結び

　自動車関連税について、これまでの経緯・背景を把握し、考察を加えることで、自分なりの自

動車関連税体系のイメージを形成しようとした。その中で、最優先事項として位置付けたのは複

雑な税体系の整理であるが、その前段として、合理性や正当性の点で難がある部分を見つけ、廃

止候補としてピックアップすることが検討の始めとなった。そのせいか、明文化されていない

が、大型・営業用車優遇、外国車排除、新車の販売促進といった産業界への配慮関連の逸脱や手

法に関して疑問に感じることが多かった。

　自身の中ではとりあえず、取得段階における消費税以外の税目は無くし、保有段階で資産価値

に応じた「自動車保有税（仮称）」、走行段階で「車両重量別走行距離税」という結論にまとまっ

たが、これらの作業は、税の三原則である「簡素」化、「公正」化、「中立」化にも通じていると

考えている。詳細まで詰めた具体的な税率の導出、国と地方自治体や都市部と地方部との間での
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配分の考察、定量的なシミュレーション等による検証まで及んでおらず、今後の課題としたい。

　また、他国の事例への言及がほとんどないが、一応の把握・検討はおこなっている（総務省

資料（2010）[27]，みずほ情報総研（2020）[28]など）。気候変動対策に熱心なヨーロッパ諸国などは

2035年以降のハイブリッド車を含む内燃機関搭載車の製造禁止（最近2040年以降に延期）を決定

する一方で、当該車両への税制を驚くほど複雑で緻密なものに改変してきている。これらは、電

気自動車や燃料電池車の税負担は付加価値税程度と、内燃機関搭載車の退場による税収減にはほ

とんど適応できておらず、税制の簡素化という自身の方針とも合致していなかったため取り扱わ

なかったことを付け加えておく。
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